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○片品村合宿・研修等支援事業補助金交付要綱 

令和６年４月30日告示第60号 

片品村合宿・研修等支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、文化・スポーツ合宿、研修活動の誘致を推進し、滞在型文化・スポーツ

振興による交流人口の拡大と地域経済の活性化に資することを目的とし、村内の宿泊施設に

宿泊し合宿・研修を行った団体に対して予算の範囲内で片品村合宿・研修等支援事業補助金

（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、片品村補助金等交

付規則（平成23年規則第15号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、次号に定めるものとする。 

(１) 合宿 文化・スポーツ技術の向上を目的に練習を行うために宿泊することをいう。 

(２) 研修 技能や知識、スキル向上のための勉強会、各種講座を行うために宿泊すること

をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、合宿・研修を実施する村外に所在する団体で、次の

各号に該当する団体とする。 

(１) 学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する小学校、中学校、高等学校、中等教育

学校、高等専門学校、専修学校又は大学の学生及び指導者、講師等で構成する文化・スポ

ーツ団体 

(２) 企業の社員及び指導者、講師等で構成する文化・スポーツ団体 

(３) 自治会、子ども会、老人会その他地域住民で組織された地域団体 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業は、次の各号すべてを満たしている合宿・研修とする。 

(１) 旅館業法（昭和23年法律第138号）第２条に規定による営業許可を受けた村内の宿泊

施設に宿泊していること 

(２) 宿泊者数が１日10人以上で事業を実施する初日から２泊までの延べ宿泊者数が20人以

上であること 

(３) 当該年度内に事業が完了すること 

２ 前項各号に掲げる事業が次のいずれかに該当する時は、補助金の対象としない。 

(１) 営利を目的とするもの 

(２) 宗教的又は政治的活動を目的とするもの 

(３) 各種大会、イベント、会議への参加を目的とするもの及びその参加に係る宿泊 

(４) 他の補助金等の交付を受けているもの 

(５) その他村長が不適切と認めるもの 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、前条に規定する延べ宿泊者数に千円を乗じた額とし10万円を限度とす

る。ただし、同一年度内における同一団体への補助は１回限りとする。 

２ 同一団体が分宿する場合においても同一団体への補助金は10万円を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助対象団体は、補助金の交付を受けようとするときは、村長が定める受付期間内に、

補助金等交付申請書（様式第１号）により、補助金の交付の申請を行うものとする。 
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２ 前項の申請には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、村長が必要

ないと認めるものについては、省略することができる。 

(１) 実施計画書（計画） 

(２) 団体概要調書（計画） 

(３) 宿泊者名簿（計画） 

(４) 委任状（代理人が申請を行う場合） 

(５) その他村長が必要と認める書類 

（交付決定の通知） 

第７条 村長は、前条の規定により補助金交付申請があった場合において、その内容を審査し、

補助金を交付すべきものと認めたときは、補助金等交付決定通知書（様式第２号）により補

助対象団体に補助金の交付決定を行うものとする。 

２ 前項の場合において、必要があるときは、補助金の交付の申請に係る事項につき、修正を

加えた上で補助金の交付を決定することができる。 

３ 村長は、第１項の審査により、補助金を交付することが適当でないと認めたときは、補助

金等不交付決定通知書（様式第３号）により速やかに補助金の交付申請者に通知するものと

する。 

（補助金の申請変更） 

第８条 補助対象団体は、補助対象事業の内容等に変更が生じたとき、特に補助事業を中止し、

若しくは廃止しようとするときは、事業実施日の７日前までに補助対象事業変更等申請書

（様式第４号）により村長の承認を受けなければならない。ただし、補助金の増減を伴わな

い軽微な変更については、この限りではない。 

２ 村長は、前項の申請に基づき承認することと決定したときは、補助対象団体に対し、補助

対象事業変更等決定通知書（様式第５号）により、その旨通知するものとする。 

（実績報告） 

第９条 補助対象団体は、補助事業完了後速やかに補助対象事業実績報告書（様式第６号）に

より報告するものとする。ただし、村長が報告期日を別に指定した場合は、指定された日ま

でとする。 

２ 前項の報告書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

(１) 実施報告書（実績） 

(２) 宿泊者名簿（実績） 

(３) 宿泊を証明できる書類（領収書若しくは宿泊や支払を証明する書類の写し） 

(４) 事業を行った際の写真 

(５) 振込口座報告書 

(６) その他村長が必要と認めた書類 

（補助金額の確定等） 

第10条 村長は、補助対象団体に係る報告書等を審査し、当該報告に係る補助事業の成果が補

助金の決定内容に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に

補助金等交付額確定通知書（様式第７号）により当該補助事業者に通知を行い、前条第２項

第５号に記載されている口座に補助金を振込むものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第11条 村長は、次に掲げる場合には、交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更す

ることができる。 
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(１) 不正な手段によって補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(３) 交付の決定内容又は法令、条例、規則若しくはこれに基づく処分に違反したとき。 

(４) 補助事業等を予定の期間内に完了しなかったとき、又は完了することが不可能若しく

は著しく困難であると村長が認めたとき。 

２ 村長は、前項の取消しをしたときは、補助金等交付（全部・一部）取消通知書（様式第８

号）により通知するものとする。 

（事情変更による決定の取消し等） 

第12条 村長は、補助金等の交付を決定した場合において、天災地変その他当該決定後生じた

事情の変更により特別の必要が生じたときは、当該決定の全部若しくは一部を取り消し、又

は当該決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。 

２ 村長は、前項の決定をしたときは、補助金等交付決定取消通知書（様式第９号）により通

知するものとする。 

（補助金等の返還） 

第13条 村長は、前２条の規定による取消しをした場合において、補助対象事業の取消しに係

る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものと

する。 

２ 補助対象団体は、補助金の交付の決定が取り消されたときは、当該取消しに係る補助金を

村長の定める期限内に返還しなければならない。 

３ 村長は、前項の返還の請求に係る補助金等で、やむを得ない事情があると認められるとき

は、補助対象団体の申請により、返還の期日を延長し、又は返還の全部若しくは一部を取り

消すことができる。 

（その他） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、村長が別に定め

る。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（令和７年５月20日告示第54号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

 


